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研究成果の概要（和文）： 

中国西北部の共有牧草地域では、牧民の増加に伴う過放牧により深刻化した沙漠化や黄砂
飛来等の環境汚染対策として退耕還林や生態移民政策が採用されてきた。前者については、
環境保全面ではある程度の効果があったが退耕農家の経営を悪化させたこと、また後者に
ついては、生態移民農家は伝統的な村落農民に比べて、技術効率性が低いことを指摘した。
また、資源リサイクルや枯渇性燃料に代わるバイオ燃料の促進は共有資源の保全に効果的
であることを示した。 
 

研究成果の概要（英文）： 

In common grassland areas of northwest China, conservation set-aside policy or 
ecological resettlement has been adopted as the policy against the environmental 
degradation by desertification and yellow sandstorm which have been caused due to 
overgrazing by the increased nomads. It is clarified that the former policy worsened 
the husbandry management although environmental conservation was improved to 
some extent and as for the latter policy, the technical efficiency of ecologically resettled 
farmers is lower than the traditional farmers. In addition, it was shown that promotion 
of resource recycling and biofuel production instead of nonrenewable fuels is effective 
for conservation of common resources. 
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１．研究開始当初の背景 

中国西北部の草原地域はもともと気候が
乾燥的で人口密度が低く、粗放的な農牧業が
営まれてきた。20 世紀後半に入って、人口流

入などのため地域人口が急増し、地力略奪的
な耕作や過剰な家畜の放牧が行われ始めた。
さらに家畜の私有化と市場経済の浸透によ
り、家畜頭数が急増したため、砂漠化が進行
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した。草原の砂漠化は黄砂・砂嵐をもたらす
だけでなく、農牧業の生産性を低下させ、農
牧民の貧困を招いてきた。この状況の改善策
として、砂漠化の進む地域の農牧民を他地域
に移住させる「生態移民」政策が開始された。 

基本的には、都市近郊に住居と畜舎・飼料畑
を併設した農業団地（生態移民村）を建設し、
そこに移住させて酪農や野菜等の集約的生
産に従事させる政策である。移住元の草原で
は草刈りは許されるが放牧は禁止されるた
め、草原の植生は回復するが、農牧民の所得
や生活が向上するのかどうかなどの点につ
いては不明な点が多く、現行の生態移民政策
のあり方については、研究者の見解が分かれ
ている。 

生態移民の移住者の生活については、これ
まで文化人類学や社会学方面の事例研究が
幾つか有り、生態移民の生活状況や社会関係
の変化を捉えてはいるが、厳密な経済分析は
行われていない。 

 

２．研究の目的 

本研究では、以下の３点について、理論的か
つ実証的に解明することを目的とした。 

①中国西北部の共有草原地帯においては
過放牧による砂漠化により、黄砂飛来・砂嵐
等の環境汚染が深刻化しており、これに対し
て採用されてきた退耕還林や生態移民政策
の効果についての調査分析すること。 

②枯渇性の化石燃料に代わる再生性資源
として注目されてきたバイオ燃料に関して、
トウモロコシやサトウキビ、大豆等が大量に
燃料生産に振り向けられたため、穀物価格の
高騰を招き食料危機が危惧された。これへの
対処として最近、共有地や耕作放棄地を利用
して、稲わら、廃材など非食料原料からのバ
イオ燃料生産が促されている。この政策を計
量的に評価すること。 

③加えて、持続可能な循環型社会への転換
に向けて、地域共有資源の利用・保全の効率
化を意図した資源リサイクルが促進されて
いるが、この政策の環境的および経済的側面
からの意義について分析すること。 

 

３．研究の方法 

（１）理論分析 
 共有地の利用・保全と地域開発に関しては、
「コモンズの悲劇」（Hardin, Garrett）とし
て知られる議論が有名である。これに対して、
「アンチコモンズの悲劇」（Heller, M.A.）
が提唱されており、この命題は、共有される
べき財産が細分化されて私有され、社会にと
って有用な資源の活用が妨げられることを
指摘している。本研究では、この議論に関し
て環境経済論、地域開発論、所得分配論の観
点から、退耕還林や生態移民、さらに食用資
源の再利用に基づくバイオ燃料生産や資源

リサイクルの促進政策に関する理論を整理
し、分析した。 
（２）計量分析 
退耕還林や生態移民の政策評価に関して

は、確率的フロンテア生産関数分析を援用し
た。その際、現地農村からのアンケート調査
により収集した大規模なパネルデータを用
いて、生態移民とそうでない村落での技術効
率性や所得を計測し、両者の間に有意な違い
があるかどうかを統計的に検定した。 
枯渇性資源から再生資源への転換を意図す
るバイオ燃料生産や資源リサイクルの促進
政策の効果に関しては、同時方程式体系から
なる質的選択モデルや廃棄物産業連関表
（WIO）を適用して分析した。 
（３）現地調査分析 
退耕還林や生態移民などの環境政策につ

いては中国西北部の内モンゴル自治区と陝
西省の数地域の農村において、政策実施対象
農村とそうでない農家とを現地調査し、さら
に複数年にわたって大量のアンケート調査
を実施して大規模なパネルデータ化した。そ
れを統計加工した分析結果の確認調査を繰
り返し実施した。 
さらに、資源リサイクルの現場に関して、

一般廃棄物と産業廃棄物を海面埋立てによ
り最終処分することを目的としている大阪
湾フェニックス計画（大阪湾広域臨海環境整
備センター）において資源リサイクルの現状
と問題点について現地調査を実施した。 
 
４．研究成果 
本研究の主たる成果は以下のとおりであ

る。 
（１）理論分析および計量分析 
確率的フロンティア生産関数を適用する

ことにより、以下の帰結を得た。 
①退耕還林政策が実施された地域では、生

態環境の保全と引換に大幅に生産様式の転
換を余儀なくされた農家は、農作物の転換や
集約化、副業化で家計所得の安定化に努めて
いること、また自然条件が悪い所では、特に
生産様式の転換が急速であれば、その変化に
適応できない農家が多くなり、その技術効率
性は大きく低下することを示した。 
②沙漠化の進行している放牧地域で、過剰

な牧民の数を減らすことが不可欠な場合の
政策として実施されている生態移民政策に
関して、生態移民村と伝統的在来村における
酪農民の農家所得と効率性について、実証的
に計測した結果、生態移民村の農家の所得お
よび効率性は、伝統的在来村農民に比べて有
意に低いことを明らかにした。 
③通常の産業連関表に対して、各産業部門

からの廃棄物放出の行と環境汚染物質排出
の行、さらに廃棄物処理の列を加えて加工し
て導出される廃棄物産業連関表を作成し、資
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源リサイクル活動の環境面および経済面へ
の波及効果を計測することにより、循環型社
会への移行を通じる持続的発展への貢献度
が大きいことを指摘した。 

④質的選択モデルを援用して、石油・石
炭・天然ガス等の枯渇性資源から再生資源と
してのバイオ燃料生産の推進がマクロ的な
資源保全を改善する余地が大きいことを明
らかにした。 

（２）実態調査分析 
生態移民村の技術効率性が同様の酪農経

営を行う伝統的な酪農村に比べて低いこと
に関して、まず第一に、 

①生態移民村では搾乳牛一頭当たりの乳
量が少ない。その理由として、個別農家の技
術効率性の違いに加えて、村に固有の技術水
準も違う点を論じた。伝統的な酪農村には共
同体に既存の技術の蓄積があるが、生態移民
村にはそれが無い。移住した農牧民の殆どは
もともと畜舎で乳牛を飼育した経験がない
ことに加えて、新たに飼養技術を習得する機
会が少ない。伝統的な酪農村では周囲の農家
からの技術の伝播が考えられるが、生態移民
村では、技術普及の進展する仕組みが整備さ
れていない。 

②移民村では、総飼育頭数に占める搾乳で
きない牛の比率が高い。搾乳できない牛は、
購入時点で既に低品質であった場合が多く、
生態移民農家は、乳量の少ない牛を、乳量の
多い高品質の牛に買い換える資金力や方法
を持たない。 

③生態移民村の施設の設計が合理的でな
い。生態移民村では労働力は多いが、十分な
面積の飼料作物畑が配分されておらず、耕地
の質が悪いため土地生産性が低く、そのため、
牛１頭当たりの生産費が高く、所得を圧迫し
ている。現状では辛うじて副業収入で生活を
支えているが、この点でも生態移民計画は持
続可能な政策とは言えない。 
 ④また、中国西北部では、石炭、天然ガス、
石油等の地下油田に由来する枯渇性資源の
採掘が農牧業と競合する事態が増加する傾
向にある。これらの枯渇性資源に変わって再
生可能資源としてのバイオ燃料生産を促進
させる政策は、当初、その原料にトウモロコ
シ、小麦、サトウキビなどの食用穀物を大量
に振り向けるため、食料需給を逼迫させ、一
時期、食料危機に繋がるということで話題に
なったが、それ以降は、稲わら、間伐材など
セルロース系の非食用作物を原料とする第
２世代のバイオ燃料生産にシフトしつつあ
り、特にこの方向で共有資源をベースに推進
すればその保全にも大きく貢献することを
示した。 

⑤さらに、関西地域の幾つかの廃棄物処理
場、例えば一般廃棄物と産業廃棄物を海面埋
立てにより最終処分することを目的とする

大阪湾広域臨海環境整備センターなどでの
聞取りにおいて、資源リサイクルの比重と効
率性を上げることで共有資源の保全と資源
循環型社会の持続的発展に貢献する余地が
大きいことを指摘し、このことは廃棄物産業
連関表等の手法による計量分析においても
確認した。 
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